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１.都市防災への視点（１）

 様々なハザード（災害形態）

 地震による構造物被害、火災、津波による浸水

 集中豪雨による水害、土砂崩れ

 高潮による浸水

 台風、竜巻による強風被害 等

 社会構造の変化

 高齢化や人口減少

 地域コミュニティの衰退 等

 リスク情報の伝達

 情報技術の進展

 住民参加、アカウンタビリティ 等



 大地震時には大火が発生
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１.都市防災への視点（２）

出典：内務省「大正震災志」



3

１.都市防災への視点（３）

中央防災会議首都直下地震対策専門調査会報
告（平成17年）
想定地震：東京湾北部、18時、風速１５m/s
被害想定：建物被害約85万棟（うち、約8割が焼失）
死者約11,000人（うち、半数以上が火災による）

都市再生プロジェクト決定（平成13年、19年）
重点密集市街地（特に大火の可能性の高い危険な
市街地）約8,000haを位置づけ（平成13年第3次決
定）

密集市街地の改善の更なる強化（平成19年第12次
決定）
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１.都市防災への視点（４）

都市研究部の研究活動

地震による都市大火（市街地火災）への対策

不燃領域率、延焼抵抗率、市街地火災シミュレーションプ

ログラムの開発提案

→都市防災性能の評価

→防災上効果的な事業手法の提案

→住民へのアカウンタビリティの向上

密集市街地の整備のあり方

建て替え阻害要因とその対応の検討

規制誘導特例手法による協調的建て替え手法の検討
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２.都市防災対策の変遷（１）

 主な都市防災関係法律の変遷

昭和25年 建築基準法
昭和27年 耐火建築促進法
昭和29年 土地区画整理法
昭和36年 市街地改造法、災害対策基本法、防災建築街区造成法
昭和43年 新都市計画法
昭和44年 都市再開発法
昭和53年 大規模地震対策特別措置法
平成７年 被災市街地復興特別措置法

地震防災対策特別措置法
建築物の耐震改修の促進に関する法律
被災区分所有建物の再建等に関する特別措置法

平成９年 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（密
集法）

平成15年 密集法改正
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新耐震設計法の開発(72-76)

建築物の防火設計法の開発
(82-86)

震災構造物の復旧技術の開発
(81-85)

災害情報システムの開発(87-91)

大都市地域におけ
る地震防災技術の
開発(92-97)

防・耐火性能評価技
術の開発(93-97)

まちづくりにおける防災評価・対策技術の開発(98-02)

1970
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都市防災対策手法の開発
(77-81)

高度な画像処理による減災を目指した国土の監視技術の開発
(07-09)

災害情報を活用した迅速な防災・減災対策に関する技術開発及び
推進方策の検討(02-05)

土砂災害に関する防災
システムの開発(92-95)

２.都市防災対策の変遷（２）

 総プロとして実施された防災対策に関する研究
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 防災対策と事業の目標

都市基盤整備
・関東大震災の帝都復興事業
・幹線道路や河川・公園の整備

都市防火区画の形成
・幹線道路沿道建物の不燃化
・延焼遮断帯の形成

地区レベルの対策
・生活道路等の拡幅整備
・老朽建物の建替え促進
・身近な公園・広場の整備

２.都市防災対策の変遷（３）
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２.都市防災対策の変遷（４）

 都市研究部における都市防災研究（１）
＜市街地火災関係＞

１．S52～ 総プロ「都市防災対策手法の開発」
→ 延焼遮断帯による都市防火区画、不燃領域率の提案

２．H10～ 総プロ「まちづくりにおける防災評価・対策技術の開発」
→ 延焼抵抗率の提案、市街地火災延焼シミュレーションプログラム

の開発

３．H19～ 総プロ「高度な画像処理による減災を目指した国土の
監視技術の開発」

→ 市街地火災映像化技術の開発、市街地データ・建築物データ
の管理技術の開発

４．H21～ 避難安全確保のための計画手法



9

２.都市防災対策の変遷（５）

 都市研究部における都市防災研究（２）
＜密集市街地関係＞

１．H16～ 「密集市街地における早期の安全確保の推進方策検

討調査」

２．H１９ 「密集市街地整備のための集団規定の運用ガイドブッ

ク」刊行

３．H２０ 「地権者ニーズを踏まえた密集市街地整備推進方策の

検討調査」

４．H22～ 「密集市街地における協調的建て替えルールの策定

支援技術の開発」
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３．市街地火災対策のための研究成果（１）

 不燃領域率と延焼抵抗率

不燃建築物や空地等による市街地の延焼しにくさを示す指標

→重点密集市街地の抽出等に適用

不燃領域率と焼失率の関係 延焼抵抗率と焼失率の関係
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３．市街地火災対策のための研究成果（２）

 市街地火災シミュレーション

建物構造、配置、道路、公園・空地等の実況に応じて延焼の進

展をビジュアルに示す

■ 1時間以内に着火
■ 1～2時間で着火
■ 2～3時間で着火
■ 3～4時間で着火

■ 4～5時間で着火
■ 5～6時間で着火
□ 着火せず
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３．市街地火災対策のための研究成果（３）

 市街地火災の映像化

地域住民の防災意識向上のために、市街地火災の様子を実感

できるよう映像化
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３．市街地火災対策のための研究成果（４）

 避難シミュレーション

火災や建物倒壊による道路閉塞等を考慮して、避難地に向かう

避難をシミュレートする手法の開発（検討段階）

→市街地整備におけるボトルネックを究明

広
域
避
難
地

入口付近に

避難者が集中

広
域
避
難
地

避難を開始して間もない頃の状況 避難がある程度進んだ頃の状況
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３．市街地火災対策のための研究成果（５）

 小規模空地の整備効果

個々の建物が除却された後の空

地の防災上の効果を定量的に検討

小規模空地

小規模建築物をランダムに除
却し、その後を空地として設定
（10～100箇所）

小規模空地の例：
なかよし夢ひろば（大阪市）
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３．市街地火災対策のための研究成果（６）

 小規模空地の整備効果

小規模空地の整備により、焼失率が８ポイント以上低下

空地・空家対策と防災対策を結びつける施策への可能性
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４．密集市街地の整備（１）

 重点密集市街地

都市再生プロジェクト第3次決定

全国約8,000ha、うち東京、大阪各約2,000ha

東京都 大阪府
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４．密集市街地の整備（２）

 主な事業、規制・誘導手法

（主な事業手法）
都市レベル：都市防災不燃化促進事業（延焼遮断帯の形成）
地区レベル：住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）
街区レベル：防災街区整備事業
建築レベル：耐震改修促進事業

（主な規制・誘導手法）
都市レベル：防火地域・高度地区
地区レベル：地区計画（防災街区整備地区計画、街並み誘導型、

誘導容積型など）
街区レベル：建築基準法の集団規定（建ぺい率特例許可、三項道

路、連担建築物設計制度など）
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４．密集市街地の整備（３）

 重点密集市街地整備進捗の遅れ

平成２1年度時点で約４割の進捗

密集市街地の現状
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４．密集市街地の整備（４）

 整備の方向性

「ガワ」の整備と「アン」の整備

ガワ：主要生活道路、公園等公共施設

それらと一体となった不燃化建て替え（共同化）

→避難路、延焼遮断帯

の形成

アン：街区内部の老朽住宅等

地域住民の自助努力と

建て替え

→規制誘導手法を利用

した協調的建て替え手法

主要生活道路
（幅員６ｍ以上
道路）の整備

公園の整備

主要生活道路
や公園と一体
となった不燃化

建て替え

地権者の自助
努力による
建て替え

地権者の自助
努力による
建て替え

地権者の自助
努力による
建て替え

アン

ガワ

主要生活道路
（幅員６ｍ以上
道路）の整備

公園の整備

主要生活道路
や公園と一体
となった不燃化

建て替え

地権者の自助
努力による
建て替え

地権者の自助
努力による
建て替え

地権者の自助
努力による
建て替え

アン

ガワ

アン

ガワ
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（関係自治体アンケート）

４．密集市街地の整備（５）

 整備（建て替え）阻害要因

41.7%

34.0%

29.1%

19.2%

37.1%

43.3%

33.8%

42.4%

21.2%

22.7%

37.1%

38.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢化

資金不足

接道不良

敷地狭小

特に大きな要因である

大きな要因である

大きな要因ではない

道路斜線

道路

道路斜線

道路

建て替え困難の要因に

道路斜線規制
に抵触し建築
不可能な部分

建築可能
（増床可能）

な部分

現状 建て替え時

狭いので建て替えに際し

総３階化して床面積を拡大したい

４ｍ
未満

２ｍｾｯﾄﾊﾞｯｸ

二項道路

２ｍ未満

建築基準法上
の道路

４ｍ
以上

建築基準法上
の道路

４ｍ
以上

通
路

①二項道路に接するが

４ｍへの拡幅が困難
②接道幅が２ｍ未満 ③建築基準法上の道路

ではない（通路）

建て替え困難の要因に建て替え困難の要因に

接道
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４．密集市街地の整備（６）

 建て替えのための規制誘導手法

●街並み誘導型地区計画

斜線制限、容積率制限の緩和

●建ぺい率特例許可

建ぺい率制限の緩和

●三項道路

接道要件の緩和

●連担建築物設計制度

複数建築物が同一敷地内あるものとみなす

→接道要件、斜線制限等の緩和につながる

●43条ただし書き許可

接道要件の緩和
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４．密集市街地の整備（７）

 街並み誘導型地区計画

建築制限のトレードオフ

斜線制限と敷地面積の 低限度、
高さ制限、壁面の位置制限等

通常の建て替え 

◎道路からの
壁面の位置
の制限

◎工作物の設置
の制限

◎建物高さの
高限度

道路境界線

道路境界線

道路斜線

◎敷地面積の 低限度 Ｄｍ

Ｈｍ

道路

1
α

認定を受けた場合

斜線規制

が制約

認定基準に基づき認定

通常の建て替え 

◎道路からの
壁面の位置
の制限

◎工作物の設置
の制限

◎建物高さの
高限度

道路境界線

道路境界線

道路斜線

◎敷地面積の 低限度 Ｄｍ

Ｈｍ

道路

1
α

認定を受けた場合

斜線規制

が制約

認定基準に基づき認定
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２ｍ未満

建築基準法上
の道路

４ｍ
以上

建築基準法上
の道路

４ｍ
以上

通
路

接道幅が
２ｍ未満

建築基準法上の
道路ではない

（通路）

２ｍ未満

建築基準法上
の道路

４ｍ
以上

建築基準法上
の道路

４ｍ
以上

通
路

複数建築物
が同一敷地
内にあるも
のとみなし
て建築規制

を適用

複数建築物
が同一敷地
内にあるも
のとみなし
て建築規制

を適用

【旗竿敷地タイプ】

【袋路タイプ】

通常の場合 連担認定を受けた場合

認定基準

に基づき

連担認定

認定基準

に基づき

連担認定

４．密集市街地の整備（８）

連担建築物設計制度



24

４．密集市街地の整備（９）

 連担建築物設計制度の適用（ケーススタディ）

狭隘道路に面する十数棟の住宅のある区画に本制度を適用し、

市街地火災シミュレーションを用いて火災安全性を検証する

シミュレーション
の範囲

連担建築物設計
制度適用箇所

通常建て替え時 連担建築物設計
制度適用時出火点

西風3m/s

通路を挟んで反対側に
着火する 短時間を計測

・2階建て
・延床面積約50㎡

・3階建て
・延床面積約60㎡
＋1階に駐車場
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1010分後分後

制度の適用区域

適用区域内
に着火

適用区域内に
は着火せず

適用区域内に
は着火せず

通路を突破

適用区域を
突破

すでに通路を
突破しており、
延焼が拡大中

通路はまだ
突破せず

すでに適用区
域を燃え抜け
延焼拡大

適用区域を突
破していない

①
通
常

建
替
え
時

②
制
度
適
用
時

③
制
度
適
用
時

(

窓
制
限
有)

４．密集市街地の整備（１０）
窓の設置に制限を付けて連担建築物設計制度を適用すれば、

通常建て替えと同等の防火性能を確保

6969分後分後 7676分後分後
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５．まとめ（１）

都市整備の課題と方向

延焼遮断帯の形成等による都市防火区画の形成が引き続き必要
そのための道路整備、公園整備、耐火共同建て替え等は、現下
の財政事情からは一定の限界

「ガワとアン」の考え方から、今後は「アン」の部分の個々の建て
替えの促進が重要 また、老朽建物除却跡地等の小規模空地
整備の効果にも着目すべき

公共施設整備と相俟って、このような個別建て替えや小規模空地
整備といった地域住民ベースの整備手法を共用することにより、
とぎれのない着実な防災対策が進展
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５．まとめ（２）

研究の方向

総合的な市街地性能の確保

防災性能だけでなく環境性能等も含めた総合的な市街地

環境の検討→都市整備における街区性能の定量化

高度で専門的な既存の街区性能評価・予測手法

屋根

屋根

道
路 壁

面

＜日照(日影)＞ ＜採光(照度)＞ ＜通風・換気＞＜防火＞

統
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易
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火炎
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火災建物

火炎

道路

火災建物

通風
・・・

換気

採光

日照

防火

密集市街地における街区性能の簡易予測・評価ツールの開発密集市街地における街区性能の簡易予測・評価ツールの開発

高度で専門的な既存の街区性能評価・予測手法
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易
化

火炎
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火災建物
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道路
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・・・

換気
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日照

防火
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・・・

換気
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密集市街地における街区性能の簡易予測・評価ツールの開発密集市街地における街区性能の簡易予測・評価ツールの開発
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